













































































































































キントン グループ リミテッド［100％］｠８），エヌ・ジ ・ーエフ ヨーロッパ リミテッド［100％］，
図１　日本板硝子の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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［100％］，三菱瓦斯化学［100％］，ブローム ウント フォス リペア ゲ―エムベーハ ［ー100％］，
図５　川崎重工の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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ン エルエルシー［100％］，東京農工大学［100％］，マン ウント フンメル ゲーエムベーハー
［100％］，ザ ユニバーシティ オブ ノース カロライナ アット チャペル ヒル［100％］，シャー
図９　日立製作所の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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図19　日産自動車と８社の共同研究の特許グローバル化
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　図26は，新日本製鐵と主要21社の共同研究や共同開発における特許グローバル化を示したも
のである。主要21社は，アイシン・エィ・ダブリュ，アルセロールミタル・フランス，エクソ
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の長所は多様性の獲得である
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味でお互いが知恵やアイデアを盗みあう場である
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同研究や共同開発を選択するため，重要特許を生み出せない
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。
　共同研究や共同開発の相手企業がノウハウや秘密情報が遺漏すれば，共同研究や共同開発を
決裁した企業幹部の責任になるため，共同研究や共同開発の決裁は容易ではない。そのため，
情報遺漏の心配ない信頼性の高い企業との共同研究や共同開発だけを選択することになる。研
究開発力が非常に高くても信頼性が十分確認できないベンチャー企業やまったく付合いのない
新規参入企業との共同研究や共同開発は，大企業では決裁が難しい。他方，中小企業は，さま
ざまなリスクを抱える企業でも優れた技術を持っていれば，共同研究や共同開発を行う。その
覚悟がない大企業は，研究開発のトラブルが少ない大学との共同研究や共同開発に逃げること
が多くなる。これは，大学が共同研究した製品を製造し販売することはなく，民間企業との共
同研究で多発するトラブルが皆無に近いためである。
　大企業では，共同研究や共同開発で得られた成果が，当初の研究開発目標と若干変わるだけ
で製品化できないことがある。研究開発は，筋書きのない道を彷徨って辿りつくことが多く，
得られた成果が当初の研究開発目標と異なることは珍しくない。しかし，当初の研究目標と異
なる成果は，たとえ，それが当初の目標より優れていても，大企業では評価されないことが多
い。中小企業では，その成果を臨機応変に新製品にできるが，大企業は柔軟性が欠如しており，
素晴らしい新技術や新製品もお蔵入りすることが少なくない。単独研究や単独開発ならば，無
理にでも当初の目標に近づけることはでききるが，共同研究や共同開発ならば相手企業に知ら
れるため，それは難しい。
　大企業と中小企業との共同研究や共同開発において，同じ共同研究成果が中小企業では大成
功と評価され，大企業では失敗と判断がなされる場合がある。大企業ではすでに多角化した事
業に抵触する共同研究や共同開発の成果は，他の事業部から横槍が入る場合が多い。事業を侵
略された事業部は，怒り狂い社内での仕返し合戦に発展することも少なくない。そのため，共
同研究や共同開発の成果が，大企業の既存事業に少しでも干渉するだけで，たとえ画期的な発
明や発見でも日の目を見ることがない。さらに，大企業では，事業部の業務範囲だけでなく，
事業部を横断した社内共同研究プロジェクトが多いため，難解なジズソーパズルのように入り
組んだ事業部のテリトリーに抵触しない共同研究や共同開発を見つけ出すのは至難の業とな
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る。そのため，大企業では共同研究や共同開発の立案自体が少ない。
　共同研究や共同開発は，契約書の作成や交渉や締結などの手続きが必要であり，共同研究す
る相手企業の調査などが必須となる。共同研究する相手企業の財務状況，主要株主，労使関係，
取引銀行，主要商社，主要顧客，研究開発設備，研究体制，研究分野別の研究者の質と数，市
場占有率，製造技術，過去の公開特許，過去の共同研究企業，他社との提携関係，外国企業な
らばカントリーリスク｠24）などを調べる必要がある。その責任を取りたくない研究および経営
幹部は，共同研究や共同開発の承認や決裁を躊躇し，単独研究や単独開発に誘導することが多
くなる。
　また，共同研究や共同開発の前に，両社は秘密保持契約を締結する。何を秘密情報とし，何
を公開情報（秘密情報ではない情報）とするかを決める。一般的に，大企業は多くの秘密情報
を持っており中小企業は少ない。大企業が共同研究や共同開発を行うことは，秘密情報が遺漏
した時のダメージが中小企業よりも遥かに大きくなると覚悟しなければならない。また，大企
業の中には，共同研究や共同開発をしていること自体を秘密にすることを要求する場合も少な
くない。それは，業界や市場に与える大企業の影響力が大きいため，大企業とＡ社の共同研究
や共同開発が始まったらしいとの噂だけで，競合他社に悟られる可能性が高いためである。こ
のように，大企業の共同研究や共同開発には中小企業に比べ障害が非常に多い。
　共同研究や共同開発による情報遺漏が明らかになると，両社の研究者や関係者全員が犯人探
しの容疑者になる。一般的に，理系の研究者は契約書などの法律知識に弱いにもかかわらず，
何処までが秘密情報で何処までが秘密情報でないかは，それぞれの研究者の判断に任せられる。
研究者を取り巻く情報は，完全な白と黒の事例は少なく，茫漠としたグレーゾーンが存在する。
その判断を他人に聞くだけで秘密漏洩を疑われるため，神経をすり減らす研究者が増える。と
りわけ，大企業の研究者は，真犯人ではなくとも容疑者になるだけで，その後の昇進や昇給や
人事査定に汚点が残る。大企業の研究者は，共同研究や共同開発の危ない橋をわざわざ渡りた
くないと考える傾向が強く，単独研究や単独開発で行えると主張することが多くなる。その研
究者の上司も単独研究や単独開発に異存なく賛成するため，大企業における共同研究や共同開
発には，常に険絶の断崖がそびえたつ。
　研究成果の評価は難しいが，共同研究の成果の評価はさらに至難の技になる。日本の企業で
は共同研究の成果の正当な評価システムがないことが多く，研究者は共同研究や共同開発を極
端に嫌う趨勢がある。特に，日本の大企業の共同研究者の人事評価が悪くなる可能性が高いた
24）山根裕子［2008］「知的財産権のグローバル化」岩波書店　「医薬品の物質特許は，ドイツでは1968年まで，
スイスでは1977年まで，イタリアでは1978年まで，スペイン，ポルトガル，ノルウェイーでは1992年まで
存在しなかった」
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め，共同研究に没頭できない状況に陥る。なかでも，情報漏洩防止のため隔離された場所で共
同研究や共同開発が行われるときは，研究者は上司と接触を断った場所で研究を行うことにな
る。共同研究や共同開発の終了後，自分の会社に戻れるか，元のポジションに戻れるか，上司
の下で単独研究を行う同期入社の研究者と昇給や昇進の差がつくのではないかなどの不安が増
幅する。そのため，上司から引き離された研究者は，共同研究や共同開発に集中できない心情
の中で苦悩する日々が続く。さらに，共同研究や共同開発のために，他社に出向（親会社在籍
のまま休職となって関係会社に派遣される）することになった研究者の心の葛藤は筆舌に尽く
せない。精神的な動揺を抱えた研究者が重要特許を生み出す可能性は間違いなく少ないと言え
る。共同研究者の心のケアに配慮することが，重要特許を生み出す近道である。
　本来研究者は群れを嫌う一匹狼が多い。共同研究や共同開発は，両社の組織で動くため研究
開発の自由度がなくなる。自社の単独研究や単独開発でも，上司は存在するため研究者を束縛
する。しかし，上司も同じ会社の社員であり，単独研究や単独開発の束縛は，共同研究や共同
開発の束縛とは比べものにならないほど小さい。単独研究は一人親方のように誰にも制限され
ず研究に没頭できる。共同研究で自由度のなくなった研究開発が何も生み出さないことは自明
である。研究者の裁量権や自由度を持たせた共同研究や共同開発が理想であるであるが，それ
を実現するための両社の合意は，限りなく不可能に近い。
　共同研究や共同開発は，研究者だけでなく大企業の研究幹部の評判も悪い。これは，大企業
の研究幹部は，過去の単独研究や単独開発で得られた成功体験から脱皮できない人が多く，多
様性を嫌う大企業の社風に染まった人が多いためである。さらに，大企業の研究幹部が恐れる
のは，共同研究や共同開発の失敗が社内だけでなく，共同研究や共同開発する企業（社外）が
知るところとなるためである。大企業では，共同研究や共同開発が成功した手柄は単独研究や
単独開発の半分になり，もし共同研究や共同開発が失敗したら，何故，あの会社を共同研究相
手に選んだのかなど，単独研究や単独開発の失敗より２倍叱られる羽目になる。このような割
に合わない共同研究や共同開発をできる限り避けて，単独研究や単独開発で自社の研究者に発
破を掛けていた方が良いと考える大企業の研究幹部が非常に多い。
　研究開発で得られた発明が重要であるかどうかの判断は，所属長と知的財産部が判断するが，
大企業の共同研究の場合，Ａ社とＢ社の所属長と知的財産部になり合計４部門の話し合いにな
る。発明の重要度は，将来性，発展性，普遍性，進歩性，市場性，収益性などを考慮しなけれ
ばならないが，人間の直感が正しい場合が多く，さらに，社風や歴史や研究戦略や市場規模や
海外戦略が異なる両社が集まる評価会議での合議が，正しい重要特許を選別することは不可能
に近い。共同研究や共同開発の素晴らしい成果を特許出願しない場合や，国内特許出願だけで
外国特許出願しない場合が非常に多くなる。これも，共同研究や共同開発を行う研究者の不満
を募らせる原因になり，二度と共同研究や共同開発はしたくないと公言する研究者が増加する。
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　以上の理由から，日本の大企業の共同研究や共同開発が重要特許を生み出さないと結論でき
る。上記をすべて解決するには，かなりの時間を要するが，猛進するグローバル化は日本企業
の変革を悠長に待ってくれない。本論文が提案する特許グローバル化速度を尺度にして，日本
企業が共同研究重視企業への転換を急ぐことを期待したい。
６章　まとめ
　本論文は，特許グローバル化速度という独自指標を使い，10社の共同研究と単独研究の関係
を研究した結果，次のことが判明した。
１）共同研究重視企業は，日本板硝子，帝人，日産自動車，東レ，川崎重工である。なかでも，
日本板硝子と帝人は，多くの重要特許を共同研究や共同開発から生み出している。
２）単独研究重視企業は，トヨタ自動車，日立製作所，旭硝子，村田製作所，三菱重工である。
なかでも，トヨタ自動車と日立製作所と旭硝子と村田製作所は，多くの重要特許を単独研
究や単独開発から生み出している。
３）村田製作所は，民間企業との共同研究よりも大学との共同研究を重視する企業である。民
間企業と大学との共同研究における特許グローバル化速度の差は4.75で10社の中で最も大
きい。
４）日立製作所は，民間企業との共同研究よりも大学との共同研究を重視する企業である。民
間企業と大学との共同研究における特許グローバル化速度の差は1.8で村田製作所の次に
大きい。
５）帝人は，大学との共同研究よりも民間企業との共同研究を重視する企業である。その特許
グローバル化速度の差は－4.6で10社の中で最も小さい。
６）日本板硝子は，大学との共同研究よりも民間企業との共同研究を重視する企業である。そ
の特許グローバル化速度の差は－2.92で帝人の次に小さい。
７）自動車業界において，トヨタ自動車は単独研究重視企業で，日産自動車は共同研究重視企
業である。
８）単独研究や単独開発に邁進するトヨタ自動車と，共同研究や共同開発を懇願するデンソー
の姿が明らかになった。単独研究や単独開発に傾斜するトヨタ自動車から距離を置かざる
を得ないデンソーは，トヨタ自動車以外の自動車会社との共同研究や共同開発をやむを得
ず選択し始めている。
９）硝子業界において，旭硝子は単独研究重視企業で，日本板硝子は共同研究重視企業である。
10）造船重機業界において，三菱重工は単独開発重視企業で，川崎重工は共同研究重視企業で
ある。
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11）鉄鋼業界において，住友金属は共同研究重視企業であり，新日本製鐵は単独研究重視企業
であった。
12）業界の１番手企業は単独研究重視企業であり，２番手企業は共同研究重視企業である。
13）１番手企業の単独研究重視企業である新日本製鐵と，２番手企業の共同研究重視企業であ
る住友金属の合併は，研究費や研究者をさらに増強させた１番手企業の新日鐵住金を誕生
させた。そのため，新日鐵住金は単独研究重視企業になった。
14）単独研究重視企業は，大学との共同研究や共同開発に積極的である。
15）系列企業との共同研究や共同開発は，重要特許を生み出さない。
16）優秀な研究者はヘッドハンティングのターゲットになる危険性が高く，優れた研究開発力
を持つ企業は企業買収の危険性が高く，それらとの共同研究や共同開発により秘密情報が
遺漏しやすい。
17）上昇志向の高いベンチャー企業との共同研究や共同開発は，簡単に共同研究や共同開発の
契約を解消し，共同研究相手を競合他社に乗り換える危険が大きい。
18）大企業の多様性を排除する風土が共同研究や共同開発を減退させ，単独研究や単独開発に
走らせている。
19）共同研究企業に知られたノウハウや秘密情報の遺漏が分かると，共同研究や共同開発を決
裁した企業幹部の責任になるため，共同研究や共同開発の決裁に躊躇する幹部が多い。そ
のため，気心が知れた系列企業との共同研究や共同開発が多くなる。
20）単独研究重視企業は，唯一の例外として大学との共同研究が多い。これは，大学が共同研
究や共同開発した新製品を製造し販売することはないので，万が一のときに企業の被害が
少ないためである。
21）当初の研究目標と異なる成果は，それが当初の目標よりも優れていても，大企業では評価
されない。中小企業では，その成果を基に新製品化を決断できたとしても，大企業には柔
軟性が欠如しているため，素晴らしい新技術や新商品がお蔵入りすることが多い。
22）大企業において，多角化した事業に少しでも抵触する共同研究や共同開発の成果は，他の
事業部から横槍が入る場合が多い。そのため，共同研究や共同開発の成果は，たとえ画期
的な発明や発見でも日の目を見ないことある。
23）大企業では事業部を横断した社内研究プロジェクトが多い。複雑なジクソーパズルのよう
な事業部のテリトリーと社内プロジェクトに抵触しない共同研究や共同開発を見つけ出す
のは至難の業となる。そのため，大企業では共同研究や共同開発が少なくなる。
24）共同研究や共同開発の前に，両社は秘密保持契約を締結する。大企業は多くの秘密情報を
持っており中小企業は少ない。大企業は中小企業に比べ秘密情報が遺漏したときのダメー
ジが大きい。そのため，大企業では共同研究や共同開発が少なくなる。
環太平洋圏経営研究　第17号
- 102 -
25）共同研究や共同開発による情報遺漏があると，両社の研究者が容疑者になる。大企業の研
究者は容疑者になるだけで昇進や昇給や人事査定に汚点が残る。大企業の研究者は，共同
研究や共同開発の危ない橋をわざわざ渡りたくないため，常に単独研究を主張する。
26）日本の企業では共同研究や共同開発の成果の正当な評価システムがなく，共同研究や共同
開発の成果の評価は難しい。そのため，研究者は共同研究や共同開発を極端に嫌う傾向が
強い。
27）情報漏洩防止のため隔離された場所で共同研究や共同開発を行う研究者は，上司と離れる
ことで不安になり，共同研究や共同開発に集中できない。
28）共同研究や共同開発は，両社の組織で動くため研究開発の自由度がなくなる。本来研究者
は群れを嫌う一匹狼が多く，自由度のない共同研究や共同開発は何も生み出さない。
29）大企業の幹部は，共同研究や共同開発の失敗が社内だけでなく，共同研究の相手企業，つ
まり，社外に知られることを極端に恐れる。このため，大企業の幹部は共同研究や共同開
発を好まない。
30）大企業の研究者は，共同研究や共同開発が成功した手柄は単独研究や単独開発の半分にな
り，もし共同研究や共同開発が失敗したら単独研究や単独開発の失敗より２倍叱られる。
31）研究開発で得られた発明が重要であるかどうかの判断は，共同研究や共同開発を行う所属
長と知的財産部の４部門の合議になるため，重要特許が見逃される場合が多い。
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